
2C6 グレイリテラチャー イン ジャパン 

0 山内 瑞枝 ( 英国大使館 ) 

GL( Grey Literature ) は通常の方法によらないという 意味で、 非定 

彫文献 : non て onvent 土 onal  L 比 e 亡 atu て e 、 或 ⅠⅡは 人手し難 セ ) 資料 : 

hard  to  get  上土 te ご atu 二 e とも称さ             まだ、 米国ではかって fugitive 

工 iterature  とも称されていた。 

背景と経緯 

GL が各省庁を発生源とする、 官庁資料と結び 付いて " 灰色 " イメージの話 

題となったのは 1 9 8 8 年に締結された 新日米科学技術協力協定であ った。 米 

国 では " 国民の税金によって 行なわれた様々の 活動については、 その実施者は 

活動の内容を 国民に報告する 義務があ り、 また国民はそれを 知る権 利があ 

る。 " という情報公開の 思想に よ る。 ( 例えば 政府印刷局 (GPO) と国立 

技術情報サービス (N I TS) が一元網羅的に 取り扱っている。 一方、 日本に 

おいては行政機関の 刊行物は国立国会図書館 (NDL) に納本されることに 

なっており、 日本科学技術情報センター (J I CST) や政府資料等普及調査 

会 (GD  Cen t e r) 、 学術情報センター (NACS I S) 等様々な努力 

な はるって払って 資料を収集し、 情報を提供している。 

日米欧における 情報に対する 考え方や、 その取り扱い 方、 いわゆる情報作法 

の 違 いは " 日米欧における 科学技術、 商業情報に関する 国際会議 "  ( 

Japanese  Info 二 mat エ on  エ n Sc エ ence, Technology and 

co ㎜ erce  )  "  で 指摘されている。 この国際会議は 1 9 8 7 年英国で、 1 

98 9 年 独 ベルリン、 そして 1 9 9 1 年休ニースで 催された。 この三回の国際 

会議でほとんどの 主要な課題は 出そろった。 

1 9 9 0 年 4 月には二年前の 日米科学技術協力協定で 大きな問題となった " 

灰色文書 " の扱いについて 日米政府間で 合意が出来た。 " 灰色文書 " という 抽 

豪的であ いまいな言葉は 今後使わない " ことで一致し、 より実質的な 情報公開 

を 進めて行くことになった。 
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グレイリテラチャー (GL) はどのような 資料であ るか。 

Ⅱ Sefn ニー pu わ ユ エ S 万 ed  ma 亡 e てュ a ユ s,  Ⅰ or  examp ユ e,  Ⅰ epor 亡 s  and 

ュ n 亡 erna ユ doc 口 men 亡 s,  no 亡 Ⅰ ormma ユユ y  pu わユュ s 万 ed  o ご ava ュユ a わユ e 

com 皿 e Ⅰ c ゴ a ユユ y  and  conSe 駐 uen 七ユ y  d ゴ Ⅰ上ユ cu ユ亡 do  と race 

bjbJ 互 og 「 ap 万ゴ ca ユユ y"  但 arrod,s  Ljbrar Ⅰ an  G ユ oSSary ノ 

GL の範囲には様々な 資料があ る。 その主な特長は 次のよ う であ る。 

1. 特定の人々を 対象とし、 配布先が関係者に 限られる。 ( 小数の人々 ) 

2. 刊行部数が少ない。 ( 多くて数百部 ) 

3. 非売品であ る。 ( 通常の商業出版の 販売ルートにのらない ) 

4. 書誌事項が不備、 不統一であ る。 ( 特に、 検索手段の整備が 立ち遅れて 

いる。 ) 

GL の資料は以下のように 挙げることが 出来る。 ( 一例 ) 

1. 行政機関が刊行する 各種委員会、 審議会の提案 書 、 報告書、 委託研究報 

吉書 等 。 ( 白書、 産業統計資料等公式に 発行されているものは 除く。 ) 

2. 行政機関や特殊法人の 研究機関が刊行する 研究報告書、 技術報告書、 業 

続報告書、 年報等。 
3. 非営利団体、 財団、 社団、 協会等が刊行する 会報、 会誌、 調査報告書、 

年報等。 

4. シンクタンクが 刊行する調査報告書、 研究報告書等。 

5. 病院が刊行する 会報、 論文集、 年報等。 

6. 大学、 専門学校が刊行する 紀要、 研究報告書、 年報等。 

7. 企業が刊行する 技術報告書 ( 技報 ) 、 年報等。 

8. 学会が刊行する 会議録、 予稿 集 、 前脚 集等 。 

9. 学位論文 

これら以外に 

1 0 ・翻訳 

Ⅱ・ Ⅰ Ⅰ l 上 企業が作成するパンフレット、 カタログ等。 

1 2. 工業規格、 仕様書。 

を 含める場合があ るが、 1 1 と 1 2 は公にすることを 前提としているので GL 

に 含むのには無理があ る。 
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GL と他の資料との 関係 

GL は大きく四分野、 政府及び民間の 報告書、 学会のプロシ イ デインバ、 特 

許 、 規格標準にまたがる。 ( 図 n 

GL の収集は様々の 方法で、 種々の機関でなされている。 大きく二分し 、 そ 

のい くつかを以下の 表 1 にまとめた。 

今春、 EC 七皿 P Ⅲ 守 Business  Ser 土 es  甘 3,  "Di で ectory  of  Sources 

of  Japanese  Informa 巳 on  :  情報源 "  が ( 財 )  日 ・ E  C  産業協力セン 

タ一 (EC-Japan  Center)  より出版されている。 

                    Newspaper‖nd゛ournal，overage   Ⅱ㎡ cr 
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INFOKMATION  CURRENCY 

Fig  l:  血 fomation  Reso Ⅲ ces 田 Jap 皿 

Source: SCAN  C2C  -an  血 nencan  commpa 且 y   
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Table  Ⅰ :  Orga 皿 tsa 廿 o 血 s  Collec 廿皿 g  Grey  も 五亡 eratu Ⅰ e 

S Ⅰ 匝 Ⅰ イわ ▼Ⅰ mm ⅠⅠⅠ 0 「 せ Ⅰ la Ⅰ 'i0 ㏄ 

GD  C ヒ n 田 r 
Japaan  ccn む 七ね r[n め rmaatlo 且き且 d 

Cul れ Ⅱ ュ lA 打ヨ ⅡⅠ り ClC) 
Ⅰ ap 接且け lno ⅠⅠ 津 don  Ccn 廿 Ⅰ 0 Ⅰ 

Sclence  &  Technol0 甜 (UICSmn 
Natlon 田 Centr Ⅰ fhrSctence 

け uoo ⅠⅠⅡ tlonSys ㏄Ⅱ 栂 [NACSIS) 
Na Ⅰ ion 田 D 旺 Ⅰ し @bm ア [NDU 

  

P Ⅱ サニ ⅠⅠ   

Dcn は u 
EpochR ㏄ 笘 ch  Corpo は don 

@ ，ロ ー Nlpdok 

Japa 皿 F Ⅰ c は 廿 on0 Ⅰ E ㏄ no 血 c 
Org 打廿阻け ons:Kcid 宙 Ⅰ は n[Lib は Ⅴ   

Mltsubis 田 R ㏄ C 酊 ch  lns 廿 tu ㏄ 

N@honNon ト u  Kyok ㎡ 師 coken 取 Ⅱ sho 
Nomu は Re ㏄ 打 ch  lnstltu ㏄ 

市 F 。 ， 目炉 Pm,c 。 n ㎏， 

Theln ㏄ maHon 田 HouscorJapan 

Y 皿 o Ke 回 Ken ㎏ sho 

法政大学産業情報センターは 3 9 8 6 年 4 月に資料センターと 研究体制の確 

立を目標として 設立された。 雑誌、 社史、 団体 史 、 個人史に灰色文献 ( 官公庁 

や 民間調査研究書で 流通ルートにのらな い ため、 入手が困難な 文献 ) 約 1 8, 

000 点が所蔵 されている。 部分的であ るが GL の寄託があ る。 例えば、 野村 

総合研究所は 五年を目安に、 法政大学産業情報センタ 一に寄託している。 

G 」の収集方法 

日本科学技術情報センター (J I CST) 、 国立国会図書館 (NDL) と野 

村 総合研究所の 代表的機関における 収集は以下のよ う であ る。 

I. J I CST の収集業務 

1) 各種情報源ツール ( 刊行物案内 ) の開拓。 

2) 資料発生源の 発見と発見後の 追跡接触。 

3) 各機関の担当窓口へ 直接訪問し資料入手。 

4) 公共資料関係の ヂ一 タベース化の 重要性の説明と 理解、 協力を得るため 

の 努力。 

問題点は、 公共機関において、 統一した窓口が 存在しないため、 資料によっ 

て 窓口が異なる。 官公庁の担当者は 数年で移動するので、 その度に公共資料 収 

集の協力を得る 必要があ る。 その他に公共資料提供に 何らかの見返りの 要求 

や 、 地方で発生する 資料まで人手がまわらないこと 等であ る。 

2. NDL 』のⅡ又又 主菖 業務 
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回 、 地方公共団体等の 発行する出版物の 納入に関して、 国立国会図書館法 

( 昭和 2 3 年 ) 第十 章 、 第二十四条と 第二十五条の 抜粋は以下であ る。 「国の 

諸機関により 又は国の諸機関のための 出版物 ( 機密扱いのもの 及び書式、 雛型 

その他簡易なのを 除く ) 図書、 小冊子、 逐次刊行物、 楽譜、 地図、 映画によっ 

て 製作した著作物、 録音盤その他昔を 機械的に複製するに 供する機器に 写 謝 し 

た 著作物、 文書又は図画として 複製した著作物が 発行されたときは、 その発行 

部数が 5 0 0 部以上のときはその 3 0 部、 5 0 0 部未満のときは 館長の定める 

ところにより 3 0 部未満の部数を 直ちに国立国会図書館に 納入しなければなら 

ない。 発行の日から 3 0 日以内に、 最良版の完全なもの 一部を国立国会図書館 

に 納入しなければならない。 」この納本制度は 我が国では NDL が唯一の納本 

図書館であ る。 納本をお願いする 受動態、 或いは " アームチェア・アク イジ 
、 ション 乃 

( 肘掛 椅子収集 ) では不十分という 認識から 1 9 9 1 年に新たに収集 

部 主任司書のポストが 設けられた。 これは GL 収集専門であ る。 

3. 野村総合研究所の 収集業務 

1 9 8 7 年に情報資源研究会が 専門図書館協議会関東地区協議会の 科学技術 

分科会の中に 作られた。 図書館や会社の 技術部情報センタ 一等総勢 2 0 名 余か 

らなっている。 情報資源研究会は 別名、 名探偵シャーロック・ホームズの " 緋 

色の研究 " に因んで「灰色文献探偵 団 」と称している。 ケーススタデイを 積み 

重ね灰色文献発見 法 に迫っている。 灰色文献の御三家は 日本能率協会総合研究 

所 、 電通、 野村総合研究所が 挙げられる。 御三家それぞれのノウハウの 部分が 

あ るとの事だが GL の存在を発見・ 入手に至る段階は 以下であ る。 

1) 第一段階 

モニターリンバモード ( 新聞、 雑誌、 ニューズレタ 一等の監視 ) 

スキャニンバモード ( 二次資料や文献データー べ一 ス 等の検索 ) 

ブラウジンバモード ( 閲覧中の文献の 参考文献からの 接近 ) 

ウォッチンバモード ( 通産省公報等か 六群生を予告 ) 

2) 第二段階 所在の確認 

3) 第三段階 現物の入手 

政府資料等普及調査会やデータバンクの 会員サービス 又 、 図書館のネット 

ワークが運用されているが 十分ではない。 第二、 第三段階のための 便益を相互 

補完的に依存する 実質的な ネ、 ッ トワークを目指している。 
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データベースと 機械翻訳の発展 

データベースサービスは 日本では 1 9 7 0 年代に始まり   1 9 8 0 年代に 、 

殊に 1 9 8 5 頃 から飛躍的に 成長した。 ( 財 ) データベース 振興センター (D 

P  C  )  は毎年英文で‥ Databases  in  Japan  "  を 刊行し、 日本における 

データベースサービスの 現状を紹介している。 

日 ・ EC 産業協力センター 刊行の " 情報源 " にもデータベースサービスが 列 

挙されている。 

機械翻訳も科学技術分野では 特にその発展が 望まれている。 

まとめ 

日本における 情報形成の各段階において、 関係者の間で 接触が頻繁にもた 

ね 、 徐々にコンセンサスが 形成されるよ う に配慮されており、 最終段階におい 

ては関係者全員がその 情報に関する 何らかのことを 知らされている 事が多い。 

その過程で生まれる GL をはじめとして、 日本でも GPO 、 NT I S に対応す 

るようなものをあ る程度の基準を 設けて、 はっきり う ちだす必要があ る。 ま 

た、 非流通性においては、 近年政府刊行物センタ 一で英文 版 のものも、 時間的 

ギャップはあ るが数多くみられる。 日本の国際化に 対処するものであ る。 これ 

は外国に対する 問題もあ るが、 日本国内の情報公開に 対処する必要があ る。 
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